
１ 利用上の注意

� この章は、法人税課税状況、法人数及び会社標本調査結果（抜粋）から成っている。法人税課税状況と法人数は全数

調査により調査、集計した。法人税課税状況はすべての種類の法人について示してあるが、法人数は内国普通法人だけ

について、業種別、資本金階級別等に示したものである。

会社標本調査は、内国普通法人のうち活動中の会社等（株式会社、有限会社、合名会社、合資会社、協業組合、特定

目的会社）、企業組合、相互会社及び医療法人について、法人数、営業収入金額、益金処分の内容、交際費等の項目に

ついて、標本調査の方法で調査、集計したものである。

なお、いずれの表についても、連結申告に関する計数は含まない。

� 各用語の定義は次のとおりである。

イ 法人の種類及び課税所得の範囲

外国法人……内国法人以外の法人＝日本国内に源泉のある所得又は退職年金業務から生じた所得について課税され

る。

ロ 事業年度……法人の決算期間のことをいう。通常、年１回決算（決算期間１２か月）の法人と、年２回決算（決算期

間６か月）の法人がある。

ハ 資 本 金……事業年度末（年２回決算の会社では下期の決算期）の払込済資本金額であり、資本積立金額は含まな

い。
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公共法人……………法人税法別表第一に該当する法人＝法人税の納税義務を有しな

い。（例、国民生活金融公庫、住宅金融公庫、地方公共団体、日

本道路公団、日本放送協会）

公益法人等…………法人税法別表第二に該当する法人等＝その法人の所得のうち収

益事業から生じた所得又は退職年金業務から生じた所得について

課税される。（例、小型自動車競走会、社会福祉法人、宗教法人、

学校法人、商工会議所、農業共済組合）

※特定非営利活動法人など、公益法人等とみなす法人を含む。

協同組合等…………法人税法別表第三に該当する法人＝すべての所得に対して課税

されるが、普通法人に比べ適用される税率が低い。（例、農業協

同組合、漁業協同組合、労働金庫、信用金庫、森林組合）

人格のない社団等…法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるもの

＝収益事業から生じた所得又は退職年金業務から生じた所得につ

いて課税される。

普通法人……………上記以外の法人＝すべての所得に対して課税される。
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２ 法人税の税率等

� 退職年金等積立金に対する税率

退職年金等積立金の額の…………………………………………………１％

（注）平成１１年４月１日から平成２０年３月３１日までの間に開始する各事業年度の退職年金等積立金については、法人税

は課されない。

� 特定信託の各計算期間の所得に対する税率

特定信託の各計算期間の所得金額の……………………………………３０％

� 同族会社及び同族特定信託の留保金に対する特別税率

イ 同族会社の課税留保金額

各事業年度の留保金額から、�資本金の２５％相当額からその事業年度末の利益積立て金額を控除した金額、�所得

等の金額の３５％相当額、�年１，５００万円のうち最も多い金額を控除した金額

※ 平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までに開始する事業年度については、青色申告法人でその事業年度終了

の時における資本又は出資の金額が１億円以下の同族会社の場合、上記の課税留保金額に対する税額の９５％相当額

とされている。

※ 平成１５年４月１日から平成１８年３月３１日までに開始する事業年度については、青色申告法人でその事業年度終了

の時における資本又は出資の金額が１億円以下のもので前事業年度終了の時における自己資本比率が５０％以下であ

る法人の当該事業年度については適用しない。

ロ 同族特定信託の課税留保金額

各計算期間の留保金額から、�所得等の金額の３５％相当額、�年１，５００万円のうちいずれか多い金額を控除した金額

� 各事業年度の所得金額に対する法人税率

区 分

各事業年度の所得に対する税率

普 通 法 人
協同組合等 公益法人等

基本税率 中小法人の軽減税率

平成２年４月１日以後
開始の事業年度

３７．５％ ２８％
２７％
（３０％）

２７％

平成１０年４月１日以後
開始の事業年度

３４．５％ ２５％
２５％
（３０％）

２５％

平成１１年４月１日以後
開始の事業年度

３０％ ２２％
２２％
（２６％）

２２％

（注） １ 各事業年度の所得に対する税率のうち、普通法人に対する中小法人の軽減税率は、資本金１億円以下の法人の所得金額のうち、
年８００万円以下の金額について適用される。
２ 協同組合等の（ ）書きの税率は、特定の協同組合等の年１０億円を超える所得に対するものである。

� 清算所得に対する法人税率

区 分
清算所得に対する税率

普通法人 協同組合等

平成２年４月１日～平成１０年３月３１日
までの間に解散又は合併をした場合

３３．０％ ２４．８％

平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日
までの間に解散又は合併をした場合

３０．７％ ２３．１％

平成１１年４月１日以降に解散又は平成
１１年４月１日～平成１３年３月３１日まで
の間に合併をした場合

２７．１％ ２０．５％

（注） 平成１３年４月１日以降に行われた合併については、清算所得に対する法人税は適用されない。
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ハ イ、ロの留保金額に対する税率

年３，０００万円以下の金額の ………………………………………………１０％

年３，０００万円を超え、１億円以下の金額の ……………………………１５％

年１億円を超える金額の…………………………………………………２０％

� 使途秘匿金に対する特別税率

使途秘匿金の支出額の……………………………………………………４０％

３ 統計表の収録一覧

統 計 表 分 類 方 法
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４－１ 課税状況

� 現事業年度分の課税状況

� 既往事業年度分の課税状況

� 税務署別課税状況

４－２ 法人数及び法人所得金額

� 法人数及び法人所得金額

� 税務署別法人数

４－３ 普通法人数

� 決算期別普通法人数

� 業種別普通法人数

� 税務署別普通法人数

４－４ 累年比較

� 法人数、所得金額及び税額の累年比較

� 普通法人数（資本金階級別）の累年比較

� 協同組合等法人数の累年比較

法 人 の 種 類 別

〃
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調査

４－５ 会社標本調査結果（抜粋）

� 総括表

� 利益計上法人の状況

� 益金処分の内容

� 交際費、寄付金及び減価償却費

� 貸倒引当金、賞与引当金及び退職給与引当金

� 営業収入及び所得率

資本金階級別・業種別

所 得 階 級 別

資本金階級別・業種別
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